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抄録

　近年，我が国においては低出生体重児（LBW）割合の増加がみられている．例えば，１９８０年の平
均出生体重は３２００グラムであったのが，２０１０年には３０００グラムへと減少している．ほかの先進諸国に

おいて医療技術の進歩や体格向上に伴い出生体重が漸増を続けているのとは対照的である．周産期医

療の発達に伴い，早産児や未熟児を救命できることになったこと，高齢出産や不妊治療，ハイリスク

妊娠の増加に伴う帝王切開の割合が増加したこと，女性が一生のうちに産む子供の数が少なくなった

こと，周産期人材不足や分娩リスクへの配慮から過期産を回避する傾向にあることなどの社会的背景

が考えられるが，要因分析は一筋縄ではいかない課題である．

　平成２３年度厚生労働科学研究費補助金・成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 「乳幼児身体発育
調査の統計学的解析とその手法及び利活用に関する研究」 乳幼児身体発育調査結果の評価及び活用方
法に関するワーキンググループの報告では， 出生時の体重及び身長が，平成１２年乳幼児身体発育調査
に比べて平成２２年の調査結果の方がわずかに減少していた．関係する要因について比較検討を行った

ところ，出生体重減少の約半分は妊娠期間の短縮で説明できたが，残りについては調査されていた各

要因（母の身長，非妊時BMI，初産経産の別，胎児数，妊娠中の喫煙）の寄与が比較的小さく，母親
の年齢，出生順位，多胎妊娠の推移によって説明できる部分は約半分以下であった．そこで，人口動

態統計特別集計データを用いて出生体重を児の性別，単産／複産，母親の年齢，過期産／正期産／早

産，妊娠期間，出生順位の各要因で調整し，出生体重の減少に影響を与える要素について考察を行っ

たところ，結果として年齢調整した平均体重の変化は少なく，例えば，この３０年間に減少した平均出

生体重０.２㎏のうち妊娠期間の短縮で説明されるのは０.０４㎏であり，減少のかなりの部分がこれらの変
数によっては調整されないことがわかった．

　人口動態統計で把握されていない要因として，女性のやせ願望，妊娠中の体重増加，不妊治療，喫

煙などの要素が挙げられる．海外ではLBW と社会経済的状況（SES）との関連が大きく，これに加
えて新たに感染症，環境汚染，心理社会的ストレスなどがLBWの要因として最近指摘されている．
これらの要因が出生体重減少に与える影響を検討するとともに，確実に変化している現在の母子像に

合わせた医療保健分野での対応が望まれる．
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I. はじめに

わが国では，昭和５０年を境に，平均出生体重が増加か

ら減少に転じ，以後減少が続いている（図１）．平成２４

年の全出生数における極低出生体重児の割合が０.８％，
低出生体重児の割合が９.６％で上昇傾向にあるという現

状に対し，健康日本２１（第２次）推進に関して示された

５つの基本的方向の中では，妊婦や子供の健やかな健康

増進に向けた取り組みを進めることへの具体的な目標と

して，「適正体重の子どもの増加」があげられている [１]．
本稿では，近年出生体重が減少していることの何が問

題なのか，そして，どうすればよいのかについて，人口

動態統計データからわかる原因・背景と，対策の可能性

を考察し，次世代の健康づくりのための環境整備のあり

方を考えていきたい．

II. 低出生体重児（Low birth weight, LBW）
の定義

先進国・発展途上国，アジア・ヨーロッパ・アフリカの

どの国をとっても，世界的にLBWといえば２５００g未満のこ
とであり，この定義についてコンセンサスが得られてい

る [２]．LBW率がPopulation Health（人口全体の健康状
態）を表す指標となっており，途上国支援の中での健康

改善効果に用いられてきた．

�Low birth weight (LBW） infant：出生時体重２５００g未満
�Moderately LBW：出生時体重１５００-２４９９g（１）
�Very LBW：出生時体重１５００g未満（１）
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Abstract

　The proportion of low birth weight (LBW: 1500-2499 g) babies in Japan is increasing consistently, and 
the reasons therefor have been a topic of recent discussion. Low birth weight is a major public health 
problem around the globe since it shows the level of social matureness and development. In order to 
detect major factors for the increase in LBW babies, we have analyzed the trend of birth weight and 
related factors in Japan using vital statistics and national nutritional survey data (1980-2010) provided by 
the Ministry of Health and Welfare. The decrease of birth weight was higher for female neonates than 
male neonates. Gestational duration is the most important factor affecting the BW in singleton term 
infants. However, primiparity, gender, maternal age, birth order and multiple pregnancies were revealed 
to have a weak association with the increased LBW rate.
　Maternal weight gain in reproductive-age women appeared to be the major factors involved in the 
increase in LBW babies. Moreover, since the ratio of deliveries to mothers in their forties in 2010 has 
increased more than twelvefold compared to 1980, while the average age of the mothers at first delivery 
has increased to thirty-years-old, we assume that the increased rate of assisted reproductive 
technologies (ART) pregnancy complications, induction of labor, and mode of delivery are also factors. 
General improvements in obstetric care, socioeconomic status, inflammatory diseases, education and 
nutrition during pregnancy, the use of ART, weight gain during pregnancy, pre-pregnancy BMI, 
induction of labor, and cesarean sections could be part of the reasons, however their impacts have not 
been analyzed yet. Since recent studies suggest associations between intrauterine development and the 
risk of chronic diseases throughout life, such as obesity, diabetes and cardiovascular diseases in adult 
life, further quantitative nationwide analysis is needed to clarify the impact of the increase of LBW 
babies on future health outcomes.

keywords: low birth weight, national census, weight gain in pregnancy, artificial reproductive 
technique, elderly primipara, intrauterine growth retardation
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図１　平均出生体重の変化
（厚生労働省統計情報局　人口動態統計調査結果より）



�Extremely LBW：出生時体重１０００g未満（１）
�Extra LBW：出生時体重７５０g未満（２）
また，LBW率とは，（その年にLBWで出生した児）÷

（その年の出生数）であり，出生数Live birthに対する
LBW児の割合を示す．出産＝出生＋死産（Still birth：妊
娠満１２週以降の死児の出産＝人工死産＋自然死産）であ

るから，死産の数は含まれていない．

III. 出生体重に影響を及ぼす要因

出生体重の小さい子供が生まれる原因は，妊娠期間が

短い時期に生まれることと，妊娠期間が十分でも胎児の

発育が不十分であることと，大別すると二つになる．つ

まり，妊娠期間と子宮内の胎児の成長速度により決定さ

れる．

１．早産 Preterm birth
　　通常，妊娠期間３７週未満での出生と定義される

２．子宮内胎児発育遅延 Intrauterine growth restriction
　　（IUGR）
３．早産とIUGRの合併

また，２．Intrauterine Growth Restriction（IUGR）は
臨床診断である．疫学研究では，SGA Small for gestational-
age（＝出生時体重が，在胎週数ごとの集団の出生時体重
の１０パーセンタイル未満）で代用することが多い [３]．
IUGRの定義は論文によって異なり，多くは１０percentile 
以下のSGAと定義されたが，LBW（＜２５００g）のものも
含んでいる．

問題は，SGA＝IUGRではないことでありSGA でない
IUGR（ある程度大きさはあるが，発育が止まってきた不
健康なこども），なのか，IUGR でないSGA （小さいだけ
で健康なこども）なのかがわからないということである．

例えば米国では１９９８年に４０％のLBW がTerm LBW Infants
だったが，WHOの診断でいえば，２９４４ｇ以下の４０週の
男児もSGAと診断されるため，満期（３７週以降）で出生
時体重が２５００g未満をIUGRと定義する研究もある [３]．
１９９３年にLBWの決定要因を調べたメタ分析が行われ，
４３種類のpotential determinant が同定された [４]．その中
でも，日本における出生体重に影響を及ぼす要因として

は，人種や父母の体格など遺伝的なもの，妊娠経過に伴

う要因として妊娠合併症，栄養，喫煙，飲酒，薬物，心

理的な要因，胎児自身の要因として性別，出生順位，胎

児数，社会経済的な要因として経済状態，親の学齢や職

業，児の身分（嫡出）などがあげられる [５]．最近では
これらの要因に加え，妊娠中の体重増加不良が正常体重

増加と比べLBWのリスクが高くなるという研究 [６, ７] や
早産および多胎妊娠の増加によってLBWが増えてきて
いるという国内の文献 [８] が出てきている．それを受け，
下記の乳幼児身体発育調査結果では，より疫学的な視点

から経年的な変化が解析された．

IV. 乳幼児身体発育調査結果の解析

平成２２年乳幼児身体発育調査の結果，１０年前の平成１２

年の時より出生体重が減少していることが分かった．そ

の原因について，平成２３年度厚生労働科学研究費補助

金・成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業「乳幼児身

体発育調査の統計学的解析とその手法及び利活用に関す

る研究」（代表：横山徹爾）乳幼児身体発育調査結果の

評価及び活用方法に関するワーキンググループによって，

検討が行われた [９]．
乳幼児身体発育調査は，国勢調査３０００地区を対象とし

た一般調査と１５０の病院を対象とした病院調査からなる

が，ここでは，一般調査データをもとに解析した結果を

紹介する．

平成２２年と１２年の調査結果を比較すると，出生時の体

重と関連する要因のうち，妊娠週数は短縮，身長は増加，

妊娠中喫煙は低下し，ふだんの母のBMI，初産割合，胎
児数には有意な変化はなかった．妊娠週数短縮は出生時

の体重の低下方向に，母の身長増加と妊娠中喫煙減少は

むしろ出生時の体重の増加方向に作用したと考えられる

（表１）．

平成２２年と１２年の出生時の平均体重の差のうちどのく

らいの割合が，妊娠期間等の短縮で説明できるかを検討

するため，平成２２年と平成１２年の出生時の平均体重の実

際の差と，仮に，妊娠期間等の分布が両調査年で変わら

ないとして調整した場合の出生時の平均体重の差を比較

した（表２）．この結果，男子では実際の差は－０.０４０kg 
であったが，妊娠期間で調整後の差は-０.０２６g となった．
これは，－０.０４０kg の約３.５割の－０.０１４kg（－０.０４０－（－
０.０２６）＝－０.０１４），が妊娠期間の短縮によって説明でき
ることを意味している．これに加えて，母の身長の分布

が変わっていないと仮定して調整すると差は－０.０３０kg 
となり妊娠期間のみで調整した場合とあまり大きな違い

はなかった．さらに，母のBMI，妊娠中の体重増加，初
産割合，胎児数，妊娠中の喫煙本数の各要因を順に全て

加えて調整しても，妊娠期間のみで調整した場合と著

しく変わることはなかった．同様に女子では，実際の差

－０.０４９kg に対して調整後の差は－０.０２６kg となり，
－０.０４９kg の約５割の－０.０２３kg（－０.０４９－（－０.０２６）＝
－０.０２３）が妊娠期間の短縮によって説明できることを
意味している．さらに，他の要因を全て加えて調整して

も，妊娠期間のみで調整した場合と著しく変わることが

なかったのは男子と同様である．妊娠中の体重増加につ

いては，平成１２年は調査項目としていないため比較を行

うことはできなかった．

検討の結果として，出生体重減少の約半分が妊娠期間

の短縮によるものであることが明らかとなったが，残り

の約半分は，分娩様式，不妊治療，妊娠週数だけではな

く妊娠週数の中の日数，妊娠期間中の体重増加など，乳

幼児身体発育調査の調査項目にない要因であることが示
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唆された．

以上の見解を踏まえて作成された乳幼児身体発育評価

マニュアル [１０] では，低出生体重児増加の要因として，
多胎妊娠，妊娠前の母親のやせ，低栄養，妊娠中の体重

増加抑制，喫煙等の因子が報告されており，全出生数中

の低出生体重児の割合を減少傾向に導くため，これらの

因子の軽減に向けて取り組む必要があることが明らかに

なった．

近年の欧米における疫学研究から，胎児期に低栄養に

さらされ，発育不良であった児はその栄養状態に適応し

てエネルギー倹約体質となる「胎児プログラミング仮

説」や成人期の疾患が胎児期・乳幼児期の低栄養環境に

起因するという“成人疾患胎児起源説（Barker仮説）”
が注目されるようになり，現在ではこれらの仮説が進化

生物学や周産期生理学の裏付けをもとに「Development 
Origins of Health and Disease（DOHaD・ドーハッド）学
説」となって研究が続けられている．わが国でも出生体

重減少により将来のメタボリックシンドロームや循環器

疾患が増加するのではないかと懸念されているため，更

なる疫学調査と情報提供が必要とされている [１１]．
これを受け，今回，全出生における解析を目的に，わ

が国の人口動態統計資料を材料にして，わが国の出生体

重減少の要因解析を試みることとした．出生体重の変化

の傾向を明らかにし，その原因を探るとともに，それが

憂うべきものなのか，是正されなければいけないものな

のか，是正されるべきであればどのようにしてそれが可

能になるのかということを明らかにし，わが国の次世代

の健康を増進させるための方法や方向性について母子保

健政策を検討するための基礎資料とすることが目的である．

V. 人口動態統計解析

１．方法

わが国の出生体重減少の要因に関する検討では，厚生
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表１　乳幼児身体発育調査（一般調査）出生時の体重に関連する要因の平成１２年と平成２２年の差

男子

平成２２年－平成１２年平成２２年平成１２年

P値SE差SE平均人数SE平均人数

0.0040.03－0.100.0338.7639120.0238.865109妊娠週数（週）

0.0060.110.300.08158.0239120.07157.725123母の身長（cm）
0.1220.06－0.100.0520.7538980.0420.855110母のBMI（kg/m2）

0.3611.1％0.1％0.8％48.4％39190.7％47.4％5126初産（％）

0.4000.000.000.001.0238860.001.025068胎児数

＜0.010.06－0.460.040.4436110.050.915115妊娠中喫煙（本）

女子

平成２２年－平成１２年平成２２年平成１２年

P値SE差SE平均人数SE平均人数

0.0000.04－0.160.0338.8437120.0239.004848妊娠週数（週）

0.0050.120.320.09158.0737100.08157.764850母の身長（cm）
0.7940.06－0.020.0520.7836910.0420.794840母のBMI（kg/m2）

0.5821.1％－0.6％0.8％47.0％37170.7％47.0％4860初産（％）

0.2860.000.000.001.0337000.001.024817胎児数

＜0.0010.06－0.480.040.4736130.060.954845妊娠中喫煙（本）

SE（標準誤差）は，平均（および差）が有する誤差の大きさを意味する．

表２　乳幼児身体発育調査（一般調査）出生時の体重の平成１２年と平成２２年の差　性別，総数，調整値

女子男子

平成２２年－平成１２年平成２２年－平成１２年

P値SE差P値SE差

＜0.0010.01－0.048＜0.0010.01－0.040なし体重（kg）
0.0010.01－0.028＜0.0010.01－0.028＋妊娠週数（週）

＜0.0010.01－0.028＜0.0010.01－0.030＋母の身長（cm）
＜0.0010.01－0.030＜0.0010.01－0.028＋母のBMI（kg/m2）

＜0.0010.01－0.028＜0.0010.01－0.027＋初産

＜0.0010.01－0.030＜0.0010.01－0.028＋胎児数

＜0.0010.01－0.035＜0.0010.01－0.029＋妊娠中喫煙（本）

調整値は共分散分析により妊娠週数および各要因を順に加えて調整（妊娠中喫煙の横は全ての要因で調整）．
SE（標準誤差）は，平均（および差）が有する誤差の大きさを意味する．



労働省大臣官房統計情報部による１９８０年から２０１０年まで

の人口動態統計特別集計データ（平成２４年１月，雇用均

等・児童家庭局特別集計）を用いた．

各年次区間の出生体重を，性別，妊娠週数，出生順位

（第一子，第二子，第三子），胎児数（単産，複産），母

親の年齢で順次調整していき，調整済みの平均体重の推

移を求めた．

統計解析には，SAS ver. ９.２（Windows版）を用いた．

２．結果

全出生児を出生体重で分類し，その累積割合をグラフ

にしたものが図２である．増加に伴う歪みが左方移動し

ており，低出生体重児の増加が，１.５～２.０㎏の児で増え
止まっていることがわかる．いくら低出生体重児が増加

していても，生児の体重の低下はこれより進んでいない

ことがわかる．

平成２３年度厚生労働科学研究費補助金・成育疾患克服

等次世代育成基盤研究事業 「乳幼児身体発育調査の統計
学的解析とその手法及び利活用に関する研究」 乳幼児身
体発育調査結果の評価及び活用方法に関するワーキング

グループの報告では， 出生時の体重減少の約半分は妊娠
期間の短縮によって説明できたことから，人口動態統計

のデータを用いて妊娠期間の推移を見たものが図３であ

る．年代を追うごとに出生週数のピークが早い週数に移

動しているが，３５週を境に増加が止まっている．

そこで，この人口動態統計特別集計データから得られ

る因子の平均体重に与える影響を見るため，１９８０年から

２０１０年まで３０年間の出生児体重の変化を，①性別によっ

て調整（仮に３０年間出生児の性別が変わらなかったとし

て，減少はどれだけと推計されるか）し，さらに同様に

②妊娠期間，③単胎・多胎，④出生順位，⑤母親の年齢

によって調整した．

まず，①性別による年齢調整の結果が図４である．図

５が出生児の性別の年次推移に関する参考であり，３０年

間，出生児の性別はほとんど変わっておらず，性別によ

る出生体重への影響は見られない．

次に，②妊娠期間による年齢調整の結果が図６・図７

である．仮に３０年間前が現在と同じ妊娠期間であるとす

れば，出生時体重は男女とも０.０４kg小さくなっていたと
いう結果になっている．妊娠３７週未満の早産，妊娠４１週

以降の過期産に分類し，出生体重への影響を見たものが

図８～１１であり，出生体重減少に与える影響は０.０３㎏前
後である．３７週未満の早産の割合は増加しており（図

１２），全出生における過期産の割合の年次推移は減少し

ている（図１３）ことが示唆される．

出生体重を年次経過で追っていくと，小さい方向へシ
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図３　出生週数累積比率　　年次推移

図２　出生体重累積比率　　年次推移 図４　性別で調整した平均出生体重

図５　性別割合の年次変化



フトしており（図１４），確かに出生体重は減少傾向に

なっている．妊娠期間は小さい方にシフトしているが，

早産割合の変化よりも，３７週以降の週数間でのバランス

の変化が大きい（図１５）．また，その３７週だけを取って

２０００年，２００５年，２０１０年を比較しても出生体重の分布は

ほとんど変化していない（図１６）．

さらに，③単胎・多胎による年齢調整の結果が図１７・

図１８である．不妊治療の分野において，出生児への影響

を考慮し，以前より多胎児を予防する方法がとられてい

るためか，妊娠期間ほどの出生体重減少に与える影響は

見られないものの（男女とも０.００５㎏），マイナスの方向
への影響があることは確かである．
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図７　妊娠週数で調整した平均出生体重（女児）

図８　早産（３７週未満）出生で調整（男児）

図６　妊娠週数で調整した平均出生体重（男児） 図９　早産（３７週未満）出生で調整（女児）

図１０　過期産（４２週～）出生で調整（男児）

図１１　過期産（４２週以上）出生で調整（女児）



④出生順位による年齢調整をした結果は図１９・図２０で

ある．出生率低下に伴い一人の女性が産む子どもの数が

減り，第一子の割合が増えるものの，全出生数に占める

第三子の割合への変化はほとんど見られなかった（図２１）．

最後に，⑤母親の年齢による年齢調整を行った結果が

図２２・図２３である．今回調整を行った因子の中で唯一，

この調整において出生体重の変化がプラスの方向に働い

ており，仮に３０年間出生児の母親年齢が変わらなかった

とすると，児の出生体重は増加する方向に向かうと推計

される結果となった．もともと，出生体重は出生順位が

進むとともに大きくなることが分かっており，それは年

次推移で多少差が縮まるものの変わらない傾向である

（図２４）．昨今の晩婚化・晩産化の影響で，３０年前であれ

ば第三子を出産していた年齢の女性が第一子を出産する

ようになり，出生体重にプラスの影響を与える結果と

なったことが推察される．同様に，順位別母親出産年齢
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図１３　全出生に占める過期産（４２週以上）の割合

図１７　単産・複産で調整した平均出生体重（男児）

図１２　全出生における早産（３７週未満）の占める割合 図１５　妊娠期間の相対度分布数

図１６　３７週時点の出生体重分布

図１４　出生体重の相対度数分布（％）



（図２５）と母親出産年齢の年次推移（図２６～２９），母親の

出産年齢の変化（図３０～３３）からも，出産年齢が高齢化

の方向へと進んでおり，晩産化を裏付ける結果となった．

さて，昨今の晩婚化・晩産化に伴い，不妊治療症例数

が増加していることが知られており，その影響は看過す

ることが出来ないほど大きなものとなっている．今回解

析した人口動態統計データからは不妊治療歴や分娩方法

（経腟分娩・帝王切開）を把握することは出来ないもの

の，現在までの生殖医学研究より母体が４０歳以上の場合

に自然妊娠する格率は極めて低い（０.００１％）というこ
とが明らかになっているため，実際に４０歳以上の母親か

ら出生した児の数を検証した．人口動態統計調査から，
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図１８　単産・複産で調整した平均出生体重（女児）

図１９　出生順位で調整した平均出生体重（男児）

図２０　出生順位で調整した平均出生体重（女児）

図２２　母年齢で調整した平均出生体重（男児）

図２３　母年齢で調整した平均出生体重（女児）

図２１　全出生に占める出生順位別の割合
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図３０　母親の出産年齢の変化（単産・第一子）

図３１　　母親の出産年齢の変化（単胎，第一子）

図２４　出生順位別にみた平均体重の違い

図２７　母親出産年齢の年次推移（単産，男女，第一子のみ）

図２８　母親出産年齢の年次推移（単産，男女，第二子のみ）

図２５　順位別にみた母親出産年齢の年次推移（単産，男女とも）

図２６　母親出産年齢の年次推移（単産，男女とも）

図２９　母親出産年齢の年次推移（単産，男女，第三子のみ）
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図３２　母親の出産年齢の変化（単胎，第二子）

図３５　４０歳以上の母親から生まれた第一子の全出生数に占め
る割合（女児）

図３６　４０歳以上の母親から生まれた第一子出生数の推移（男児）

図３３　母親の出産年齢の変化（単胎，第三子）

図３４　４０歳以上の母親から生まれた第一子出生数の推移（女児） 図３８　４０歳以上の母親から生まれた第一子における分娩週数
別の出生数（男児・単産）

図３９　４０歳以上の母親から生まれた第一子における分娩週数
別の出生数（女児・単産）

図３７　４０歳以上の母親から生まれた第一子出生数の全出生数
に占める割合（男児）



我が国の４０歳以上の母親における全妊娠数及び出生数全

体における比率を求めたものが図３４～３７である．４０歳以

上の母親から出産した児は２００５年から２０１０年の間に急速

に増加し，全出生数の０.１％（１９８０年）から１.２％（２０１０年）
を占めるようになった．この場合，４０歳以降の第一子出

産では年を経るにつれて出産週数が早まり，出生体重が

減少する傾向がある（図３８）．

晩産傾向を反映し，４０歳以上の母親における第三子の

出産割合は低下している（図４２）．全体における複産の

割合は２００５年をピークに減少の方向に戻っており（図４０），

母親の年齢別に見ると，３５～３９歳および４０歳以上の母親

における多胎妊娠の割合が増加していたものが２００５年を

境に２０１０年にかけて再び減少している（図４４）．

VI. 考察

低出生体重児には，早産のために出生体重が小さくな

る未熟児と，子宮内発育不全のために出生体重が小さく

なる児とに分けられる．早産児の場合，特に妊娠３２週未

満の児では肺成熟不全による呼吸窮迫症候群や，脳室内

出血，動脈管開存による循環不全・肺出血など合併症を

きたす可能性が高くなる．また，子宮内発育不全の場合

は胎内でストレスがかかっているため妊娠週数に伴う胎

児の成熟は見られるものの，出生後の体格が小さいため

過剰栄養となり，成人後の生活習慣病を引き起こすこと

が懸念されている．このように，低出生体重児は子ども

の健康や発達における課題を抱えていることが多く，特

に発展途上国では貧困や不十分な医療資源，性差別，低

栄養などの指標として，この割合が増加している場合は

その原因を突き止め，是正する必要があると考えられて

きた．

それでは，世界の先進国ではおおむね平均出生体重が
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図４０　４０歳以上の母親から生まれた第一子における平均出生
体重（男児）

図４３　多胎妊娠割合の年次推移

図４４　年齢別多胎割合の年次推移図４１　４０歳以上の母親から生まれた第一子における平均出生
体重（女児）

図４２　４０歳以上の母親から生まれた児の出産順位（単産・複産，
男女とも）



増加する傾向にあるにもかかわらず，我が国の低出生体

重が増加しているのは何故なのであろうか．人口動態調

査票データを把握できる全ての要因（①性別，②妊娠期

間，③単胎・多胎，④出生順位，⑤母親の年齢）で調整

してみたところ，結果として年齢調整した平均体重の変

化は少なく，例えば，この３０年間に減少した平均出生体

重０.２㎏のうち妊娠期間の短縮で説明されるのは０.０４㎏で
あり，減少のかなりの部分がこれらの変数によっては調

整されないことがわかった．

それでは，この人口動態データから得られない要因が

重要なインパクトを持つということになる．

１．妊娠中の栄養摂取と女性のやせ傾向

LBWに対するやせの集団寄与危険割合が現在の日本
では大きなものだと考えられるが，日本の至適体重増加

チャートは，海外のものと比べ，かなり体重制限した形

になっており，LBWへの影響がある可能性が否定でき
ないと言われ始めている．出生体重に影響を及ぼす要因

の主な一つに妊娠中の体重増加があり，その原因となる

のが妊娠中の栄養摂取であるが，わが国の栄養摂取状況

ついては，国民一人当たりのものが毎年公表されていて

年次推移を把握することが出来る（図４５および図４６）[１２]．
これらの年次推移は昭和５０年ころを境にした変化が特徴

的であり，カロリー摂取は増加から減少に転じ，動物性

脂肪をはじめとした多くの栄養素が上昇していたものが

頭打ちとなっている．このころより妊娠中の体重の過剰

な増加が戒められるようになり，妊娠中の体重増加が過

ぎるとその後の肥満につながる懸念から，妊娠中の栄養

指導に関しても摂りすぎを防ぐことに力点が置かれるよ

うになった．これに加えて女性の間で細い体型が好まれ

る風潮が強くなり，妊娠中の栄養摂取が控えられるよう

になり，妊娠中の体重増加が減少傾向となった．

昭和５３年には，健康日本２１への流れのはしりである第

一次国民健康づくり運動が始まり，適切な栄養，運動，

休養によって成人病（のちの生活習慣病）を予防するこ

との重要性が唱えられた [１３]．このころより妊娠中の体
重の過剰な増加が戒められるようになり，妊娠中の体重

増加が過ぎるとその後の肥満につながる懸念から，妊娠

中の栄養指導に関しても摂りすぎを防ぐことに力点が置

かれるようになった [１４]．これに加えて女性の間で細い
体型が好まれる風潮が強くなり，やせの女性が若い年代

で増加する傾向が始まった．この傾向は３０代の女性や４０

代の女性にも波及してきている（図４７）[１５]．
参考までに，栃木県では極低出生体重児の割合，低出

生体重児の割合ともに全国平均と相似しているため，平

成１２年に栃木県内の妊産婦を対象に出生時体重減少にお

ける解析が行われた．極低出生体重児，低出生体重児の

クロス集計，二変量ロジスティック回帰分析，多変量ロ

ジスティック回帰分析で低体重児全体をアウトカムとし

たモデルを解析し，他の因子の影響を調整した，調整

オッズ比を求めたところ，高齢出産，初産であること，

不妊治療，妊娠初期の喫煙，妊娠前のやせが低出生体重

児における大きな要因であることがわかった．喫煙につ

いては，低体重児の中でも特に１５００g未満の極低出生体
重児への影響が大きかった．やせについては，極低出生

体重児への影響ははっきりせず，１５００g以上２５００g未満
児への影響が明らかであった [１６]．かつてアメリカ公衆
衛生局諮問委員会が喫煙と健康についての検討を行った

際に用いたと言われる５つの判断条件（関連の一致性，
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図４５　栄養素等摂取量の推移（昭和２１年＝１００）［１２］

図４６　エネルギー摂取量の推移［１２］ 図４７　やせの女性の割合年次推移



関連の強固性，関連の特異性，関連の時間性，関連の整

合性）[１７] の中の時間性と整合性に基づけば，妊娠中の
栄養摂取が控えられるようになったこと，妊娠中の体重

増加が減少していることが近年の出生体重減少の要因の

一つであると推論することができる．

このような状況をかんがみて，２００６年には妊産婦のた

めの食生活指針 [１８] が出されて，それまで妊娠中の体
重増加を１０kg以下に抑えることが慣習化されていたの
を見直し，非妊時にやせ（BMI１８.５未満）の女性の場合
妊娠中の体重増加は９kg～１２kg，普通の体格（BMI１８.５
～２５.０）の場合は７kg～１２kg，肥満（BMI２５.０以上）の
場合個別指導のように，推奨体重増加に下限が設けられ

るようになった．もう一度図１にもどってみていただく

と，２００６年以降は平均出生体重の減少の速さが緩和して

いることが分かる．指導内容の変化が反映されて来てい

るのかもしれない．

このような現況を踏まえ，今後妊婦，そして妊婦未満

の女性への保健指導で留意すべき点を挙げる．出生体重

の減少に関しては，健やか親子２１の第二回中間評価の際

に第３課題の重点事項として取り上げられた [１９]．
女性がメンタルヘルスの問題や社会的リスクを抱えて

妊娠すると，第４課題の重点事項にあげられているよう

に，妊娠届け出が遅れたり，ハイリスク妊娠の経過を取

りやすい．これらは妊娠中や産後のうつを引き起こしや

すく，育児困難や，親と子のメンタルヘルスの問題にも

つながる．低出生体重児の場合，産後うつと児への愛着

障害を引き起こしやすいことが言われている [２０]．心身
ともに健康な状態で妊娠ができるように，妊娠可能年齢

の女性をサポートする必要がある．

対応が求められるのは保健サイドからのサポートだけ

ではない．「やせ」を美しいとする様々なメディアの影

響も大きい [２１-２４]．やせ気味の体格の女性向きの服は
多種多様に求めやすいものが出ている反面，むしろ健全

と言えるかもしれない肉付きの良い女性向きの服がふん

だんに提供されているとは言い難い．産業面からの接近

もまた，環境作りとして重要である．次世代の健全育成

に向けて社会環境が整備されていくことが望まれる．

２．不妊治療

昨今の晩婚化・晩産化に伴い，不妊治療症例数が増加

していることが知られている．日本産婦人科学会の報告

によると，不妊治療を受ける女性は全国で４６万人以上に

上ると推計されており，日本産婦人科学会がまとめた体

外受精による出生数によれば，平成１８年には５５人に一人

が体外受精によってこの世に生を受けているという現状

である（表３）．近年，周産期医療現場では不妊治療で

成立した妊娠例の増加に伴う分娩の変化が明らかに見ら

れ，例えば，不妊治療症例には多胎や母体合併症例，ハ

イリスク症例が多いこともあって，不妊治療による児を

「貴重児」として扱い，より慎重で安全な分娩方法を選

ぶ結果，帝王切開率が上昇する，早い段階で妊娠中断や

分娩を選択する，という傾向が見られるようになってき

た．また，不妊治療後の妊娠には母体合併症が多く伴う

ため，子宮内胎児発育不全による低出生体重児が増加す

るという報告もある．今回解析した人口動態統計では，

不妊治療歴や分娩方法（経腟分娩・帝王切開）を把握す

ることは出来ないが，自然妊娠が稀である４０歳以降の出

産において特に第一子，そして多胎に絞り，その推移を

観察した．その結果，４０歳以上の出産は２００５年から２０１０

年の間に急速に増加し，全出生数の０.１％（１９８０年）から
１.２％（２０１０年）を占めるようになった．この場合，４０歳
以降の出産では出産週数が早まり，出生体重も減少する

傾向があるため，全体の妊娠期間の短縮，出生体重増加

に与える影響を今後も観察してゆく必要がある．

全体における複産の割合は２００５年をピークに減少の方

向に戻っており，３５～３９歳及び４０歳以上の母親における

自然妊娠ではない人為的な妊娠が影響しているものと考

えられる．母親の年齢別に見ると，３５～３９歳および４０歳

以上の母親における多胎妊娠の割合が減少していること

から，産科医療における不妊治療・多胎分娩の行き過ぎ

に歯止めをかける動きや，婚姻数の減少，高齢化に伴う

合併症増加（生活習慣病の進行），経済面の負担など社

会的な影響を受けている可能性がある．

３．社会的要因

妊娠・出産・分娩というライフ・イベントには社会的

要素が与える影響が大きく，婚姻数の減少や晩婚化・晩

産化に伴い，この３０年間で自然妊娠の推移では説明でき

ないような変化が観察されてきた．今回の解析では晩婚

化・晩産化に伴う出産年齢の上昇，一人の女性が産む出

産数の減少に伴う第三子以降の児の減少などの要因，４０

歳以上の母親から生まれる児の増加に伴う妊娠期間短縮，
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表３　全出生数に占める体外受精による出生数の年次推移
（日本産婦人科学会報告書より）

体外受精出生率
（％）

体外受精出生数
（人）

全出生数（人）年度　
（平成）

０.７７９,２２４１,２０３,１５０１０

０.９４１１,１１９１,１１７,６７０１１

１.００１１,９２９１,１９０,５５０１２

１.１２１３,１５８１,１７０,６６０１３

１.３２１５,２２３１,１５３,８６０１４

１.５５１７,４００１,１２３,８３０１５

１.６４１８,１６８１,１１０,７２０１６

１.８０１９,１１２１,０６２,５３０１７

１.７９１９,５７８１,０９２,６７０１８

１.８０１９,５９５１,０８９,８１８１９

１.９９２１,７０４１,０９１,１５６２０

２.４９２６,６８０１,０７０,０３５２１

２.７０２８,９４５１,０７１,３０４２２



出生体重減少も全体の平均出生体重を減少させる方向に

向かわせることが明らかになった．ほかには不妊治療の

増加にともなう多胎妊娠の増加・妊娠期間短縮・分娩方

法の変化や，周産期医療の進歩による救命率の向上によ

る影響も見過ごせないものと思われる．

４．妊娠期間短縮

産科医療事故を契機に周産期医療に携わる産科医が減

少した２００５年以降は，周産期医療現場の人材不足から，

児の安全を優先するために帝王切開や早期の妊娠中断を

選択せざるを得ず，結果として児の妊娠期間の短縮，低

出生体重児の増加，新生児医療の増加，と更なる医療費

の負担を招いてきた．図１５からも，妊娠期間の短縮とは

いえ，いたずらに出生時週数が早まり，早産児が増加し

ているわけではなく，３７週以降の胎外で生存するために

支障のない週数で出生数が多くなっている．これは，多

胎妊娠の増加や帝王切開率の上昇が関与しているためで

あろう．図１６に示したように，この１０年間を比較しても

妊娠３７週における体重分布はほとんど変化していないた

め，低出生体重児が増加しているとはいえ，３７週までの

胎内環境は大きく悪化してはいない可能性が高い．周産

期医療人材を増やし，全国どの地域にあっても，夜間や

週末であっても，そして不妊治療による貴重児であって

も過度の医療的介入を必要としなくても済むような体

制を整えることも，低出生体重児の増加を防ぐ対策とな

ろう．周産期医療人材を増やすためには，医学教育の中

から産科医養成に力を入れること，産科医自身の労働環

境を整えること，助産師や看護師の産科対応能力を上げ

ること，産業保健・教育分野や地域，民間において周産

期を支える人材を育成する，などの柔軟な発想が求めら

れる．

今後，胎児期疾病起源説（DOHaD学説）に基づく将
来の生活習慣病増加のリスクや，周産期医療への負担な

どを考えると，出生体重減少というサインを見逃さず，

母子保健政策上の対策を検討することが喫緊の課題であ

る．今後の低出生体重児の健康・疾病における継続的な

追加調査が望まれるとともに，政策的な対策の例では，

不妊治療・高齢出産を予防するような若年層からの妊

娠・出産への意識付け，妊娠・出産も組み込んだキャリ

ア・デザインの普及，２０代で妊娠・出産を可能にするよ

うな労働環境の整備など社会・経済的な側面からのアプ

ローチもある．

今回，２０１０年の最新データに基づく平均出生体重の変

化を見てきたが，出生体重の減少という事実が持つ意味

と今後への予測をふまえながら，今後の変化を慎重に見

守り，我が国を担う次世代の健康課題を早期に発見し，

早期に対策を立てるための一助となることを願う[２５-２８]．

VII. おわりに―解析結果からわかる原因と今後
の検討課題―

今後は産科医療のデータベースや，妊娠前後の要因を

拾い上げるような疫学的手法を用いて，LBW のみなら
ず早産や医学的分類による早産，SGAなども見ていかな
ければ，日本で何が起こっており何が問題なのか全体像

が把握できない．海外ではLBW と社会経済的状況（SES）
との関連が大きく，これに加えて新たに炎症性変化（細

菌性膣炎），環境汚染，歯周病，心理社会的ストレスな

どがLBWの要因として最近指摘されている．今後，日
本においても厚生労働省の研究班等で人口動態統計など

既存のデータベースを解析するとともに，全国で行われ

ている母子コホートの研究や周産期医療データベースで

得られた知見を共有し，それぞれの長所を生かした解析

を進め，効果的な保健指導に活かせるよう，リスクファ

クターを明らかにしていくことが望まれる．

我が国は，世界でトップレベルの母子保健水準を達成

したにもかかわらず，少子化のため周囲に子どもがおら

ず，子の養育の基礎のない親や子育てに自信のない親が

多くなった．加えて，早産，妊娠合併症，子宮内発育遅

延，高齢出産の増加を背景に，ハイリスク妊娠，帝王切

開分娩およびLBW児の増加が顕著となっている．今後
とも，全国を俯瞰した現状認識を踏まえつつ，次世代を

支える母子の健康に資する研究を行い，施策に反映させ

ていく必要がある．
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